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(57)【要約】
　本発明は、通信ネットワークの動作方法に関し、ネッ
トワークは、互いにデータを送信しデータを受信するこ
とができる複数の局を備えており、ネットワークが、メ
ッセージを発信局から宛先局に、少なくとも１つの適時
選択した中間局を介して送られるようになっている。デ
ータを送信したい局がプローブ信号を送信し、他の局が
プローブ信号に応答することによって、利用可能な局を
特定する。ある局が送信データを有する場合、送信要求
メッセージを備えているプローブ信号を送信して、送出
データを特定する。ある局がこのようなデータを受信し
、その後送信する場合、送出要求メッセージを備えデー
タに関する識別情報を含む、それ自体のプローブ信号を
送信する。送出要求メッセージは、近隣にある他の局に
よって受信され、転送局によるデータ受信の暗黙承認と
しての役割を果たすので、明示的な確認メッセージを送
る必要がなくなる。本発明は、本方法を実施するネット
ワークにも及ぶ。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数のクライアント局を備えており、各クライアント局が、データを送信及び受信するこ
とができる通信ネットワークの動作方法であって、前記ネットワークは、少なくとも１つ
の適時選択した中間クライアント局を介して発信クライアント局から宛先クライアント局
に複数のデータ・パケットから成るメッセージを送信することができ、前記方法は、
　ｉ．各局からプローブ信号を送信し、探査局から前記プローブ信号を受信した他の局が
、直接又は他の局を介して間接的に応答し、前記探査局に、宛先局又は中間局としてのそ
れらの利用可能性を示すステップと、
　ｉｉ．送信するデータを有する局から、送出要求メッセージを有しているプローブ信号
を送信するステップであって、前記送出要求メッセージは、特定の１又は複数の宛先局に
データを送出する必要性を示し、前記送出データを有する局による以降の送信のために、
以前に受信したデータに関する識別情報を含む、ステップと、
　ｉｉｉ．前記送出データを有する局から、前記１又は複数の宛先局への以降の送信のた
めに、１又は複数の利用可能な局に到達するように、適時データを送信するステップと、
　ｉｖ．以降の送信のために前記データを受信した局から、前記データに関する識別情報
を含む送出要求メッセージを備えている別のプローブ信号を送信することによって、前記
受信データの暗黙承認を、前記送出データを有する局、及びその他の利用可能な局に供給
するステップと、
を備えていることを特徴とする方法。
【請求項２】
請求項１記載の方法において、前記送出データを有する局が、送出要求メッセージを備え
ている前記プローブ信号を送信するとき、前記送出データを有する局よりも宛先までのコ
ストが低い局のみが、それらの宛先又は中間局としての利用可能性を示すために、前記プ
ローブ信号に応答することを特徴とする方法。
【請求項３】
請求項２記載の方法において、宛先までのコストが高い局が、宛先までのコストが低い別
の局からの、同一データに関する送出要求メッセージを受けた場合、前記データを承認し
たものとして扱うことを特徴とする方法。
【請求項４】
請求項１～３のいずれかに記載の方法において、該方法は、複数のクライアント局と、ク
ライアント局のためにネットワークへのアクセス・ポイントとして役割を果たすように配
置された１又は複数のゲートウェイとを備えているネットワークで使用可能に構成されて
いることを特徴とする方法。
【請求項５】
請求項４記載の方法において、該方法は、クライアント局及び／又はゲートウェイが通信
することができる複数のシード局を含むネットワークで使用可能に構成されており、前記
複数のシード局は、前記クライアント局の有効接続範囲を拡大することを特徴とする方法
。
【請求項６】
請求項５記載の方法において、前記ネットワークは更に、前記クライアント局のアクティ
ビティを監視する少なくとも１つの加入者ネットワーク・マネージャを含むことを特徴と
する方法。
【請求項７】
請求項１～６のいずれかに記載の方法において、前記発信局から送信されたメッセージ・
データは、複数のデータ・パケットを備えていることを特徴とする方法。
【請求項８】
請求項１～７のいずれかに記載の方法であって、各局において、プローブ信号の他の局へ
の送信のために、１又は複数のデータ・チャネルとは別個のプローブ・チャネルを選択す
るステップを含むことを特徴とする方法。
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【請求項９】
請求項８項に記載の方法において、前記送出要求メッセージは、局が、データ・チャネル
上でデータを送信する必要なく、前記プローブ・チャネル上で送信されるプローブ信号の
機構によって、情報を通信できるように、メッセージ・データを含むことを特徴とする方
法。
【請求項１０】
請求項９記載の方法において、送信要求メッセージに含まれる前記メッセージ・データは
、データ・チャネル上のデータ送信におけるデータ量と比較すると、相対的に少量又は限
定された量のデータを備えていることを特徴とする方法。
【請求項１１】
請求項１０記載の方法において、送信要求メッセージに含まれる前記メッセージ・データ
は、優先度が高いメッセージ・データを備えていることを特徴とする方法。
【請求項１２】
請求項１～１１のいずれかに記載の方法において、前記受信局が送出要求メッセージを必
要とする送出メッセージ・データを有していない場合、以降の送信のために前記データを
受信した局が送出する前記送出要求メッセージは、ダミー情報を備えており、これによっ
て前記受信データの暗黙承認を、前記送出データを有する局に供給することを特徴とする
方法。
【請求項１３】
　請求項１～１２のいずれかに記載の方法であって、メッセージの全データ・パケットを
受信した各宛先局から、端末間承認を送出要求メッセージに収容して、発信局に送信する
ステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項１４】
請求項１３記載の方法において、各発信局は、当該発信局が前記宛先局から端末間承認を
受信するまで、前記メッセージの全データ・パケットを保持することを特徴とする方法。
【請求項１５】
請求項１４記載の方法において、各宛先局は、当該宛先局が前記端末間承認を前記発信局
に送信するまで、前記メッセージの全データ・パケットを保持することを特徴とする方法
。
【請求項１６】
請求項１～１５のいずれかに記載の方法において、送出データを有する各局は、当該送信
するデータを有する局が前記少なくとも１つのデータ・パケットを受信局に送信し終える
まで、及び前記受信局が、前記送信データ・パケットに関する情報を収容した送出要求メ
ッセージを送信することによって、前記送信データ・パケットの受信成功を確認するまで
、少なくとも１つのデータ・パケットを保持することを特徴とする方法。
【請求項１７】
請求項８記載の方法において、ある局が大量の送出データを有する場合、送信を受信する
準備ができている局があることを、前記送信データを有する局に知らせるために、送信要
求メッセージを送信して、利用可能な局に送信解除メッセージを送るように要求し、前記
送信データを有する局及び前記送信解除メッセージを送る局が、前記データの送信のため
に、データ・チャネルに切り換えることを特徴とする方法。
【請求項１８】
請求項１７記載の方法において、前記送出要求メッセージは、他の局が送信解除メッセー
ジを返送する必要性を制限する判断基準を指定するデータを含むことを特徴とする方法。
【請求項１９】
請求項１８記載の方法において、前記判断基準は、回答することを許可された局のリスト
、及び前記送出要求メッセージを受信した局の内、前記送出データを有する局よりも宛先
までのコストが低い局のみが応答するという要求の１又は複数を含むことを特徴とする方
法。
【請求項２０】
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複数のクライアント局を備えており、各々、データを送信及び受信することができる通信
ネットワークであって、該ネットワークは、少なくとも１つの選択された中間クライアン
ト局を介して発信クライアント局から宛先クライアント局に複数のデータ・パケットから
成るメッセージを送信することができ、前記ネットワークが、
　ｉ．プローブ信号を送信し、探査局から前記プローブ信号を受信した他の局が、直接又
は他の局を介して間接的に応答し、前記探査局に、宛先局又は中間局としてのそれらの利
用可能性を示し、
　ｉｉ．前記局が送信データを有する場合、送出要求メッセージを備えているプローブ信
号を他の利用可能な局に送信し、前記送出要求メッセージは、特定の１又は複数の宛先局
にデータを送出する必要性を示し、前記送出データを有する局による以降の送信のために
、以前に受信したデータに関する識別情報を含み、
　ｉｉｉ．前記１又は複数の宛先局への以降の送信のために、１又は複数の利用可能な局
に到達するように、適時データを送信し、
　ｉｖ．前記局が以降の送信のために前記データを受信した場合、前記データに関する識
別情報を含む送出要求メッセージを備えている別のプローブ信号を送信することによって
、前記受信データの暗黙承認を、前記送出データを有する局、及びその他の利用可能な局
に供給する、
ように構成されていることを特徴とする通信ネットワーク。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、国際特許出願第ＷＯ９６／１９８８７号及び第ＷＯ９８／５６１４０号に記
載されている一般的な種類の多局通信ネットワークの動作方法に関する。特に、本発明は
、このようなネットワークが用いるためのデータ・トランスポート・プロトコルに関する
。
【背景技術】
【０００２】
　先に引用した種類のネットワークは、商業的に利用することができ、ユーザは加入者と
なって、ネットワークの使用に対して料金を請求される。あるいは、この種のネットワー
クは、警察又は軍部というような公安権力によって利用される場合もある。
　引用した種類のネットワークの更に別の用途は、ワイヤレス・ローカル・エリア・ネッ
トワーク（ＷＬＡＮ）であり、この場合、ワイヤレス・ネットワークを従来のネットワー
ク構造と組み合わせて、固定及び移動ネットワーク・ユーザにサービスを提供することが
できる。このようなネットワークは、通常コンピュータ・ネットワークである。
【発明の開示】
【０００３】
　本発明によれば、複数のクライアント局を備えており、各々、データを送信及び受信す
ることができる通信ネットワークの動作方法を提供する。前記ネットワークは、少なくと
も１つの適時選択した中間クライアント局を介して発信クライアント局から宛先クライア
ント局に複数のデータ・パケットから成るメッセージを送信することができる。本方法は
、
　各局からプローブ信号を送信し、探査局から前記プローブ信号を受信した他の局が、直
接又は他の局を介して間接的に応答し、前記探査局に、宛先又は中間局としてのそれらの
利用可能性を示すステップと、
　送信するデータを有する局から、送出要求メッセージを備えているプローブ信号を送信
するステップであって、前記送出要求メッセージは、特定の１又は複数の宛先局にデータ
を送出する必要性を示し、前記送出データを有する局による以降の送信のために、以前に
受信したデータに関する識別情報を含む、ステップと、
　前記送出データを有する局から、前記１又は複数の宛先局への以降の送信のために、１
又は複数の利用可能な局に到達するように、適時データを送信するステップと、
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　以降の送信のために前記データを受信した局から、前記データに関する識別情報を含む
送出要求メッセージを備えている別のプローブ信号を送信することによって、前記受信デ
ータの暗黙承認を、前記送出データを有する局、及びその他の利用可能な局に供給するス
テップと、
を備えている。
【０００４】
　多数の局がデータを受信しその後送信する可能性があるので、データを転送する各局か
らの別のプローブ信号における送出要求の送信により、それを受信した他の全局にデータ
受信の暗黙承認を送出する。他の局には、データを送信した局が含まれる。これによって
、過度に多数の局がデータ転送のコピーを送出することを防止する。これは、一種の氾濫
抑制プロセスであり、データは（少なくとも潜在的に）多数の局に送信され、これらの局
全てが、送出要求メッセージを備えているそれら自体のプローブ信号を送信し、その後更
に別の多数の局にデータを送出する。送出要求メッセージの使用は、氾濫の影響を抑制す
る。
【０００５】
　好ましくは、送出データを有する局が、送出要求メッセージを備えている前記プローブ
信号を送信するとき、前記送出データを有する局よりも宛先までのコストが低い局のみが
、それらの宛先又は中間局としての利用可能性を示すために、前記プローブ信号に応答す
る。
　したがって、送出データは、局から局に、必要に応じて送信され、次の局は、直前の局
よりも、それぞれ、宛先までのコストが低くなる。
【０００６】
　そして、宛先までのコストが高い局が、宛先までのコストが低い別の局からの、同一デ
ータに関する送出要求メッセージを受けた場合、前記データを承認したものとして扱う。
　つまり、発信局からのデータを宛先局に向けて転送する局は、データを受信した局に、
特定の承認メッセージを送信する必要がない。代わりに、受信データに関する情報を、プ
ローブ信号内の、それ自体の送出要求メッセージに含ませることによって、近隣の利用可
能な局を特定するプロセスの一部として、プローブ信号を送信する。プローブ信号は、と
りわけ、データを送信した局によって受信され、データを転送した局はデータの受信を暗
示的に承認する。
【０００７】
　本方法は、特に、複数のクライアント局と、クライアント局のためにネットワークへの
アクセス・ポイントとして役割を果たすように配置された１又は複数のゲートウェイとを
備えているネットワークに適用することができる。
　このようなネットワークは、クライアント局及び／又はゲートウェイが通信することが
できる複数のシード局を含むことができ、複数のシード局は、前記クライアント局の有効
接続範囲を拡大し、更に、クライアント局の活動を監視する少なくとも１つの加入者ネッ
トワーク・マネージャを含むこともできる。
　発信局から送信されたメッセージ・データは、通例、複数のデータ・パケットを備えて
いる。
【０００８】
　本方法は、各局において、プローブ信号の他の局への送信のために、１又は複数のデー
タ・チャネルとは別個のプローブ・チャネルを選択するステップを含む。
　送出要求メッセージは、局が、事実上、データ・チャネル上でデータを送信する必要な
く、前記プローブ・チャネル上で送信されるプローブ信号の機構によって、情報を通信で
きるように、メッセージ・データ、例えば、優先度が高いメッセージ・データを含むこと
ができる。
【０００９】
　送信要求メッセージに含まれるメッセージ・データは、好ましくは、データ・チャネル
上のデータ送信におけるデータ量と比較すると、相対的に少量又は限定された量のデータ
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を備えている。
　この選択肢により、通信プロセスをプローブ・チャネル上において行うことができるの
で、これを高速化することができる。これは、チャネル交換の遅延を回避するので、ネッ
トワークを横切って素早く移動する必要がある少量の高優先度データには有用である。
　受信局が送出要求メッセージを必要とする送出メッセージ・データを有していない場合
、以降の送信のために前記データを受信した局が送出する前記送出要求メッセージは、ダ
ミー情報を備えており、これによって受信データの暗黙承認を、送出データを有する局に
供給する。
【００１０】
　本方法は、メッセージの全データ・パケットを受信した各宛先局から、端末間承認を送
出要求メッセージに収容して、発信局に送信するステップを含むことができる。
　各発信局は、好ましくは、当該発信局が宛先局から端末間承認を受信するまで、メッセ
ージの全データ・パケットを保持する。
　加えて、各宛先局は、当該宛先局が端末間承認を発信局に送信するまで、メッセージの
全データ・パケットを保持することができる。
【００１１】
　好ましくは、送出データを有する各局は、当該送信データを有する局が前記少なくとも
１つのデータ・パケットを受信局に送信し終えるまで、及び受信局が、前記送信データ・
パケットに関する情報を収容した送出要求メッセージを送信することによって、前記送信
データ・パケットの受信成功を確認するまで、少なくとも１つのデータ・パケットを保持
する。
【００１２】
　ある局が大量の送出データを有する場合、送信を受信する準備ができている局があるこ
とを、前記送信データを有する局に知らせるために、送信要求メッセージを送信して、利
用可能な局に送信解除メッセージを送るように要求することができ、送信データを有する
局及び送信解除メッセージを送る局が、データの送信のために、データ・チャネルに切り
換える。
　前述の場合、前記送出要求メッセージは、他の局が送信解除メッセージを返送する必要
性を抑える判断基準を指定するデータを含むことができる。
　例えば、判断基準は、回答することを許可された局のリスト、及び前記送出要求メッセ
ージを受信した局の内、送出データを有する局よりも宛先までのコストが低い局のみが応
答するという要求の内１又は複数を含むことができる。
【００１３】
　本発明は、複数のクライアント局を備えており、各々、データを送信及び受信すること
ができる通信ネットワークにも適用範囲を拡張する。このネットワークは、少なくとも１
つの適時選択した中間クライアント局を介して発信クライアント局から宛先クライアント
局に複数のデータ・パケットから成るメッセージを送信することができる。このネットワ
ークにおける各局は、
　プローブ信号を送信し、探査局からプローブ信号を受信した他の局が、直接又は他の局
を介して間接的に応答し、探査局に、宛先又は中間局としてのそれらの利用可能性を示し
、
　局が送信データを有する場合、送出要求メッセージを備えているプローブ信号を他の利
用可能な局に送信し、送出要求メッセージは、特定の１又は複数の宛先局にデータを送出
する必要性を示し、送出データを有する局による以降の送信のために、以前に受信したデ
ータに関する識別情報を含み、
　前記１又は複数の宛先局への以降の送信のために、１又は複数の利用可能な局に到達す
るように、適時データを送信し、
　局が以降の送信のためにデータを受信した場合、前記データに関する識別情報を含む送
出要求メッセージを備えている別のプローブ信号を送信することによって、受信データの
暗黙承認を、送出データを有する局、及びその他の利用可能な局に供給するように構成さ
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れている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明は、国際特許出願第ＷＯ９６／１９８８７号及び第ＷＯ９８／５６１４０号に記
載されている種類の多局（マルチステーション）通信ネットワークの動作方法に関する。
その内容は、ここで引用したことにより、本願にも含まれるものとする。端的に言うと、
このようなネットワークの基本動作は、以下の通りである。
【００１５】
　多局ネットワークは、多数の独立した局を備えており、これらは固定局であっても移動
局であってもよく、その各々がデータを送信及び受信し、発信局から宛先局まで、場合に
よっては中間局を介して、メッセージを送信することができる。発信局が数カ所の可能な
中間局から選択された１つの局を通じて、新たなメッセージを宛先局に送る位置にあるた
めには、各局は任意の時点において、常時数カ所の他の局と連絡が取れるようになってい
なければならない。これは、局が発信局から宛先局にメッセージを中継するように要求さ
れる場合にも当てはまる。
【００１６】
　これを行うために、各局は、多数の可能なプローブ・チャネルから１つを選択し、プロ
ーブ信号を他の局に送信する。プローブ信号は、問題の局を特定するデータを収容し、他
の局に対するその接続性の詳細を含む。プローブ信号を受信した他の局は、直接探査局に
応答するか、又は中間局を介して間接的に応答することにより、探査局及びその他の局の
双方に、その宛先又は中間局としての可用性を示す。探査局は、直接又は間接応答を評価
して、最適に通信することができる他の局を特定する。
【００１７】
　即ち、ネットワークの局は、他の局に到達するために必要な蓄積電力（パワー）を監視
することにより、他の局に対する電力傾斜(power gradient)を規定し、局は、発信局と、
電力傾斜を最適化する宛先局との間でネットワークを通じて経路を選択する。これによっ
て、ネットワークを通じたデータ・スループットを最大化することができ、局間の干渉や
競合が最少となる。
【００１８】
　ネットワークにおける各局は、範囲内にある他の任意の局に対してデータの受信及び送
信が可能な送受信機を備えている。ネットワークは、前述の国際特許出願に記載されてい
るような、パケット無線ネットワークとすることができるが、本発明は、ユーザ局がネッ
トワークにおける中間局を通じて互いに通信することができる他のネットワークにも適用
可能であることは認められるであろう。
　ネットワークの局間における便宜的データ送信方法を、ここでは、機会駆動マルチアク
セス（Opportunity Driven Multiple Access: ＯＤＭＡ）と呼ぶ。
【００１９】
　これより、８０２．１１ｂ規格に基づくＷＬＡＮシステムを参照しながら、本発明の一
実施形態について説明する。このようなＷＬＡＮ構成の一例を、図１の模式図に示す。
　図１において、第１及び第２ゲートウェイ１０及び１２は、各々、ネットワーク・ユー
ザである多数の加入者ユニット即ちクライアント・デバイス１４のために、ネットワーク
へのアクセス・ポイントとして機能する。この実施形態におけるクライアント・デバイス
は、ワイヤレス・ネットワーク・カードを備えており、それぞれのゲートウェイ１０及び
１２と、直接又は他のクライアント・デバイスを通じ、ＯＤＭＡ技法を用いて通信するこ
とができる。加えて、ワイヤレス・ルータである、多数のシード局１６が計画的にゲート
ウェイ１０及び１２の付近に展開されている。シード局は、クライアント・デバイスの、
特に異なる環境における接続性範囲を広げることによって、ネットワークのカバレッジ範
囲及びスループットを効果的に拡大する。
【００２０】
　ＯＤＭＡプロトコルは、ワイヤレス・リンク上で動作し、データを加入者ユニット（ク
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ライアント・デバイス）とシードとの間で、ローカル・エリア・ネットワークのような有
線ネットワーク、並びに図１に示すワイヤレス・バックホール(backhaul)又はファイバ・
リンク１８及び２０を通じて中継する。局から局への中継には、有線及びワイヤレス・ホ
ップ、並びに図示のようにワイヤレス・バックホールを通じてホップを伴う場合がある。
　ネットワークは、便宜的に、加入者から加入者に（クライアント局からクライアント局
に）、そしてシードを通じてメッセージをゲートウェイに誘導し、次いで二点間リンクを
通じてファイバに、そして別の領域に誘導する。
【００２１】
　このように、ＯＤＭＡを用いて、種々の形式のネットワークを通じた国内及び国際ネッ
トワークが、メッセージを任意のユーザから他の任意のユーザに、世界の任意の箇所にお
いて渡すことを可能にする。ネットワークは、自動的に、メッセージ・パケットが辿る最
適な経路を発見し、ネットワークを通過する代替経路を見つけることによって、付加均衡
及び破壊リンクの修復を行う。ＯＤＭＡネットワークにおける全てのユニットは、ＳＩＤ
（システムＩＤ）と呼ばれる一意のアドレスを有する。
【００２２】
　加入者ネットワーク・マネージャ２２は、ネットワークにおける種々の局の動作状態(h
ealth)を監視し、ネットワークのセキュリティ及び価格(billing)を管理する。
　前述の例では、クライアント・デバイスはゲートウェイ１０及び１２と、直接、又はシ
ード局１６を通じて、あるいは１又は複数の中間クライアント・デバイスを通じて、前述
の国際特許出願に記載されているように、通信することができる。加えて、クライアント
・デバイスは、瞬時的なピア・ツー・ピア・ネットワークを他の同様のデバイスと形成す
ることができる。
【００２３】
　この種の便宜的マルチホップ・ルーティングの使用により、クライアント・デバイスは
その現行のゲートウェイが故障した場合に代わりのゲートウェイにホップすることができ
るので、ネットワークのロバスト性が向上し、隘路を排除しネットワーク全体の性能を向
上することに寄与する。従来の８０２．１１ｂシステムでは、範囲は、通例、１００メー
トル未満に、劇的に縮小されることが多かった。遠距離のクライアント・デバイスまでカ
バレッジを広げるためには、データ・レートを低下させなければならない。一方、低デー
タ・レートの使用により、クライアント・デバイスがデータ・チャネルに残留する時間が
長くなるので、ＷＬＡＮの全クライアント・デバイスに対してスループットが低下する。
便宜的マルチホップ・ルーティングの使用により、この問題が解決する。何故なら、離れ
たクライアント・デバイスであっても、シード局及び近隣クライアント・デバイスを通じ
て最高のデータ・レートでの多重ホップを用い、データを宛先に送信することができ、ネ
ットワークの輻輳を回避するからである。チャネルの最適使用及び電力適合化により、競
合を減らし、ユーザに提供するスループットを最適化することができる。
【００２４】
　図２は、８０２．１１ｂＷＬＡＮの一部をなすクライアント局の模式的ブロック図を示
す。クライアント局は、ARM940T RISCを埋め込んだSamsung社のS3C2500マイクロコントロ
ーラ４０を含む。また、１０／１００Ｍｂｐｓイーサネット・コントローラ、メモリ・コ
ントローラ、ＬＡＮチップと通信するための１２Ｃ及びＧＰ１０ｓ、ＳＩＭカード・リー
ダ、並びにＺＤ１２０１ベースバンド・プロセッサも備えている。Ｓ３Ｃ２５００チップ
には、３２Ｍビットフラッシュ及び１２８ＭビットＳＤＲＡＭメモリが装備されている。
【００２５】
　この局は、８０２．１１及び８０２．１１ｂベースバンド変調及び復調を行う高速ＤＳ
Ｐハードウェア・ロジックを用いたＺＤ１２０１ＷＬＡＮ組み合わせチップを含む。今後
のＩＥＥＥ８０２．１１グループが規定するＭＡＣ規格に追従するために、ARM7 RISCプ
ロセッサがＺＤ１２０１チップに埋め込まれている。これによって、単にソフトウェア・
ドライバをアップグレードすることにより、最新のＷＬＡＮ機構の使用が可能になる。
【００２６】
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　クライアント局は、２．４５ＧＨｚワイヤレスＬＡＮ（ＷＬＡＮ）用途用に設計された
、ＳＡ２４００完全集積単一ＩＣ　ＦＲ送受信機４４を含む。これは、先進の３０ＧＨｚ
ｆＴ　ＢｉＣＭＯＳプロセス上で製造される直接変換無線アーキテクチャである。ＳＡ２
４００Ａは、受信機、送信機、及びＬＯ発生器を単一のＩＣに組み込んでいる。受信機は
、低ノイズ増幅器、ダウン・コンバージョン・ミキサ、完全集積チャネル・ファイバ、及
びオンチップ閉ループを有する自動利得制御（ＡＧＣ）装置から成る。送信機は、電力傾
斜(power ramping)、フィルタ、アップコンバージョン、及び予備ドライバを内蔵する。
ＬＯの発生は、完全に１チップのＶＣＯ及び端数－Ｎシンセサイザによって形成する。受
信機についての典型的なシステム性能パラメータは、９３ｄＢ利得、７．５ｄＢ雑音指数
、＋１ｄＢｍの入力基準三次切片点（ＩＩＰ３：input-referred third-order intercept
 point）、及び３ｍｓのＴＸ－Ｒｘ切換時間である。送信機の典型的なシステム性能パラ
メータは、－７ｄＢｍ～＋８ｄＢｍの範囲で１ｄＢ刻みの出力電力、較正後－４０ｄＢｃ
キャリア漏洩、３０ｄＢのインバンド共通モード除波、及び３ｍｓのＲｘ－Ｔｘ切換時間
である。
【００２７】
　この局は、ＡＰ１０９１線形二段電力増幅器４６の形態の電力増幅段を備えており、２
．４ＧＨｚ帯域において高い出力電力を有する。このデバイスは、ＩＥＥＥ８０２．１１
ｂ規格に準拠した２６ｄＢｍの線形出力電力を送出する。また、電力増幅器は、オンチッ
プ電力検出器も含み、局の出力電力に比例するＤＣ電圧を供給する。
　この局は、更に、ＤＣ－３ＧＨｚ　ＳＰＤＴＲＦスイッチ４８も含み、非常に低いＤＣ
電力消費で、低挿入損失及び正の電圧動作を有する。
【００２８】
　アンテナ５４及び５６に近い第１ＲＦスイッチ５２は、どのアンテナを送信又は受信に
用いるか選択する機能を備えている。選択されたアンテナから、受信入力が２．３４Ｈｚ
バンドパス・フィルタ５０に印加される。このフィルタは、２．４ＧＨｚのＩＳＭ帯域の
外側で干渉を除波する。２．４５ＧＨｚバンドパス・フィルタに近い第２ＲＦスイッチ５
８が、ＴＸ／ＲＸ切換を行う。このスイッチは、受信モードでは、信号をＳＡ２４００の
ＬＮＡ不に導入する。次に、信号は、直交ダウンコンバータによって、ミキシングにより
ベースバンドに落とされ、Ｉ及びＱ成分となる。最後に、信号はＺＤ１２０１のＡＤＣに
向かう。ベースバンド回路は、波形をサンプリングし、受信データを逆拡散し(despread)
復調する。
【００２９】
　送信リンク上では、データは、ＤＢＰＳＫ、ＤＱＰＳＫ、又はＣＣＫ変調することがで
き、Ｉ及びＱ成分を有するベースバンド直交信号が得られる。次いで、信号は、アップコ
ンバート・ミキサの入力に入り、２．４ＧＨｚ～２．５ＧＨｚ帯域に変換される。ＳＡ２
４００は、高出力電力範囲に対応するために、高電力モード又は低電力モードのいずれで
も動作する。高電力モードで動作する場合、TX_OUT_LOを選択し、ＡＰ１０９１増幅器に
向かい、高出力電力を供給する。低電力モードで動作するときは、TX_OUT_HIを選択し、
信号はＲＦスイッチを直接通過する。尚、ＴＸ　ＡＧＣ機能は、ＺＤ１２０１ベースバン
ド・プロセッサ４２に備えられる。
　ＳＡ２４００送受信機の内部回路を、図３の更に詳細な模式図に示す。
【００３０】
　図４は、図１のネットワークのシステム・レベルのアーキテクチャを示す。システムは
、本質的に、加入者ユニット、即ち、ユーザ（クライアント・デバイス又は局）、シード
局、及びクライアント局をＷＡＮにリンクするゲートウェイを備えている。クライアント
局は、メッセージを直接それらの間で中継することによって、又はシード局を通じて、互
いに通信することができる。ユーザがインターネットのような他のネットワークにアクセ
スしたい場合、メッセージをゲートウェイを通じてＷＡＮに中継し、次いでルータ・ネッ
トワークを通じて他のネットワークに入る。ゲートウェイは、クライアント・デバイス及
びシード局が用いるＯＤＭＡプロトコルからＴＣＰ／ＩＰのような他のプロトコルへの変
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換器として作用する。
【００３１】
　前述のネットワークの動作について、図５～図９の模式図を参照しながら説明する。
　図５において、発信局Ａは、５箇所の「近隣」局Ｂ～Ｆと通信することができ、中間局
Ｂ、Ｉ及びＭを通じてデータを宛先局Ｏに送信している。局Ａ～Ｍ及びＯは、一般に、前
述のようなクライアント局を備えたユーザ局であるが、例えば、一部はシード局であって
もよい。
【００３２】
　ネットワークの効率を最大限高めるために、各局は、局がメッセージを送信又は受信す
る必要がある場合、通信できる「近隣」局を多数有することが望ましい。一方、所与の局
がデータを、選択した近隣局に送信している場合、送信は多局に対して最少の干渉を生ず
るようにすることが望ましく、そうでないと、結果的に局間に競合が生じ、ネットワーク
におけるデータ・スループットの量が減少する。
　以上のことを念頭に入れて、本ネットワークは、各局の動作を調節し、任意の時点にお
いて、できるだけ高いデータ・レートで、しかしできるだけ低い送信電力で多数の近隣局
に対してデータを送信又は受信できるようにし、こうして他の局との干渉を低減すること
を図っている。
【００３３】
　対象とする種類の通信ネットワークは、同じ１組のチャネル上で通信しようとしている
多数の局を備えている。チャネルは、異なる周波数、異なる媒体、異なる符号化（例えば
、異なる拡散符号）、異なるアンテナ、異なるタイム・スロット等、あるいはこれらのあ
らゆる組み合わせを有するものと定義することができる。チャネルの再利用を最適化する
ために、局は限られた数の近隣、通例５箇所の近隣を維持使用とする。近隣とは、当該局
が通信することができる別の局と定義する。
【００３４】
　局は、その送信周波数を変更し、符号（ＰＮシーケンス）を変更し、そのデータ・レー
トを高め、そして、その送信電力を落とすことによって、それが相手にする、又はそれを
相手にする近隣の数を制限することができる。全ての局は、既定のプローブ・チャネルに
おいて集まり、プローブ信号を用いて、通信する相手となる他の局を探す。一旦他の局を
見つけ出し、これら局のいずれかが他に送るデータを有する場合、これらは使用頻度が低
いデータ・チャネルに移動する。
【００３５】
　本発明の方法は、２種類の探査プロセス、「低速探査」及び「高速探査」から成る。こ
れらの探査システムは、"Probing Method for Multi-Station Network"（多局ネットワー
ク用探査方法）と題する米国特許出願第６０／５３１，３０９号に詳細に記載されている
。この米国出願も、本出願人が出願したものであり、その内容はここで引用したことによ
り本願にも含まれるものとする。しかしながら、完全を期すべく、以下の説明を繰り返す
。
　低速探査プロセスが用いられるのは、各局が近隣局を集めるためであり、一方高速探査
プロセスは、発信局及び宛先局間に傾斜を構築するためである。
【００３６】
　最初に低速探査プロセスについて述べると、近接して多数の局がある場合、これらはデ
ータ・レートを高くして、そして低送信電力で探査することになる。局は、場合によって
は、低い方のデータ・レートで探査しており十分な近隣を有していない局に応答し、デー
タ・レートを高くして用いることができない、又は十分な近隣を有さないあらゆる孤立し
た（離れた）局（以下では孤立近隣と呼ぶ）を補助する。局がデータ・レートを低くして
用いるのは、これら局が孤立しており、高データ・レート及び最大電力では十分な近隣を
見つけることができない場合のみである。
【００３７】
　各局は、低速プローブ信号を規則的な間隔（低速探査タイマが決定する）で送信し、他
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の局を探そうとする。局は、その低速探査において、他局の探査を検出できることを示し
、こうして、局は、ある所定数の局が、その探査を検出できることを示すまで、その探査
電力を変化させる。局が必要な数の近隣を取得できない場合、最低のデータ・レート及び
最大送信電力に留まる。
　各局は、低速探査タイマを低速プローブ信号送信間で多少不規則に変化させて、他の局
との衝突を回避する。いずれかの局が他の局の送信を受信し始めた場合、低速探査タイマ
に新たな間隔をロードし直す。
【００３８】
　移動局のネットワークでは、局は常時移動しており、したがってこのような近隣の数は
常時変化している。近隣の数が必要数を超過した場合、局はプローブ・チャネル上におい
てそのデータ・レートを高め始める。要求数の近隣をもはや上回らなくなるまで、そのデ
ータ・レートを低下し続ける。最大データ・レートに達した場合、最少送信電力に達する
か、又はもはや要求数の近隣を超過しなくなるまで、１０ｄＢ刻みでその低速探査送信電
力を低下させ始める。
【００３９】
　局がプローブ・チャネル上において他の局の低速探査に回答するとき、そのデータ・パ
ケットの長さを低速探査タイマの間隔に制限する。これは、その回答中他の局の探査を回
避するためである。回答している局が、小さなパケットに納まり切らないデータを有して
おりこれを送ろうとする場合、パケットのヘッダにおいて他の局が特定のデータ・チャネ
ルに移動しなければならないことを示す。
【００４０】
　プローブ・チャネル毎にデータ・チャネル数を既定することができる。変更を要求して
いる局は、不規則に、利用可能なデータ・チャネルの１つを選択する。他の局が要求を受
信した場合、直ちにそのデータ・チャネルに変更し、２箇所の局は、これらのいずれもが
送るべきデータを保有しなくなるまで、又はデータ・チャネル上に残留する最大時間が経
過する（データ・タイマによって設定する）まで、通信し続ける。代わりのデータ・トラ
ンスポート・プロトコルも用いることができる。
　局がデータ・チャネルに変更した場合、データ・タイマをロードする。データ・タイマ
が許容する限り、データ・チャネル上に残る。データ・タイマが終了すると、局はプロー
ブ・チャネルに戻り、再度探査を開始する。
【００４１】
　図６の模式図は、本発明の低速探査プロセスを示す。
　低速探査プロセスは、３つの基本的機能から成る。
　１．近隣収集
　２．電力学習
　３．近隣の傾斜(ramping)
　近隣収集のプロセスは、局が増大させた電力レベルで探査を開始し、近隣局がそれら自
体の探査において、最初の局の探査を検出中であることを示すまで行う。これを近隣収集
と呼ぶ。探査の電力は、所定数の近隣が、これらが探査を検出中であることを示すまで、
増加される。
【００４２】
　全ての局が所定数の近隣を収集し終えるまで、全ての探査局はその探査電力を増減する
。このプロセスは、探査の電力レベルを上昇及び低下し、探査において、他のどの局の探
査を傍受したか示すことから成る。このようにして、全ての局は、これらが種々の近隣に
達するために必要な電力レベルを習得することができる。局が探査する毎に、その送信電
力及びノイズ・フロアを示し、どの局を近隣として有しているかを示す。局が他の局の探
査を傍受する毎に、探査から、経路損失、及びその局の経路損失及びノイズ・フロアから
局に達するのに必要な電力を計算する。近隣への経路損失、及び近隣に達するのに必要な
電力は、各局において保持している近隣テーブルと呼ばれるテーブル内に格納される。近
隣がもはや傍受されてない場合、経路損失、及び局に達するために必要な電力レベルを、
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テーブル内において上昇即ち「傾斜」させ、あるレベルに達するまで行い、その時点でこ
の近隣を近隣テーブルから除外する。
【００４３】
　本発明の低速探査プロセスについて、以下の例において更に詳しく説明する。
低速探査パラメータ
最少探査電力（ＰＰｍｉｎ）
最大探査電力（ＰＰｍａｘ）
探査電力刻み（ＰＰｓｔｅｐ）
探査間隔（Ｐｉｎｔ）
探査間隔標準偏差（Ｐｓｄｅｖ）
電力刻み幅毎の探査間隔（ｎＰＰｓ）
近隣タイムアウト間隔（ＴＮｉｎｔ）
至近近隣タイムアウト間隔（ＴＣＮｉｔ）（ＴＣＮｉｎｔ＜ＴＮｉｎｔ）
集めるべき至近近隣の数（ｎＮｂｒｓ）
探査に含む最大近隣数（ｎＰＮｂｒｓ）
局ノイズ・フロア（Ｎｆｌｏｏｒ）
損失傾斜時間（ｔｉｎｃ）
損失傾斜増分（Ｌｉｎｃ）（ｄＢ）
損失傾斜過剰（Ｌｅｘ）（ｄＢ）
【００４４】
メッセージ形式
探査
探査承認
【００４５】
定義
近隣：探査又は探査承認を送信した局であり、探査又は探査承認は自局において見ること
ができる。
至近近隣：自局のＩＤを収容したプローブを送信した近隣
【００４６】
プロトコル（局毎）
　規則的な間隔(Pint+/-Psdev)で、各局はプローブ（Probe）を送出する。初期送信電力
はPPminである。各nPP間隔毎に、電力をPPstepだけ増加させ、少なくともnBnrs個の至近
近隣を発見するまで（これらは、そのプローブ・メッセージにおいて自局のＩＤで返答し
ている）、又は電力がPPmax（この段階で、プローブの送信をこの電力レベルで継続する
）に達するまで増加させる。nNbrs個よりも多い至近近隣を見つけることができた場合、
電力を傾斜低下し始める。
【００４７】
Ａ．プローブは、以下の情報から成る。
ａ．自局におけるノイズ・フロア（Ｎｆｌｏｏｒ）
ｂ．このプローブ・メッセージの送信電力
ｃ．自局の近隣の総数（現在では用いられていない）
ｄ．自局の至近近隣の総数
ｅ．最も近いnPNbrs（以下）個の近隣（又は、全ての近隣の可能性もある。任意）の局Ｉ
Ｄ
（近隣の近さは、当該近隣の最後のプローブ・メッセージの受信電力に基づく）
【００４８】
　探査していないとき、局は他の局からのプローブ（又は、プローブ承認）を求めて聴取
している。別の局のプローブを受信した場合、このプローブ・メッセージにおける送信電
力情報を用いて当該局までの経路損失を決定する。次いで、ノイズ・フロア情報を用いて
、その局にメッセージを送るために必要な最少送信電力を決定し、近隣テーブルをしかる
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べく更新する。
【００４９】
　局が、
　（ａ）そのプローブをPPmax電力で送信していること、
　（ｂ）nNbrs個よりも少ない至近近隣(Close Neighbor)を有するように要求すること、
　（ｃ）自局の至近近隣の１つではないこと、
　（ｄ）自局が通信できること、
を聴取した場合、遠隔局を「孤立近隣」と見なす。この場合、直ちに（＋／－Psdev）プ
ローブ承認(Probe Ack)メッセージを、遠隔局によって聴取できるような、適した電力で
送出する。
　プローブ承認は、以下の情報を収容する。
　ａ．自局のノイズ・フロア
　ｂ．このプローブ承認メッセージのＴｘ電力
　ｃ．「孤立近隣(Lonely Neighbor)」の局ＩＤ
【００５０】
　この局が、自局のＩＤを収容したプローブ承認メッセージを聴取した場合、送信局を至
近近隣と位置付ける。
　時間tincの後、近隣テーブル・エントリを更新しない（その近隣からのプローブによっ
て）場合、エントリ内の報告された損失にLincを加算する。エントリがプローブによって
更新されるまで、又は報告された損失を用いて近隣に達するために必要な送信電力が最大
許容電力をLexｄＢだけ超過するまで、Tinc間隔でこれを繰り返す。後者の場合、損失を
無限に設定する。
　損失が無限であり、この近隣に関与する傾斜テーブル内にエントリが存在しない場合、
近隣テーブルのエントリを削除する方がよい。
【００５１】
　プローブ／プローブ承認がTNintの間近隣から聴取されない場合、この近隣を欠落させ
る。プローブ／プローブ承認がTCNintの間至近近隣から聴取されない場合、至近近隣を近
隣ステータスに逆戻りさせる。
　個々の近隣に対するコストは、当該近隣に達するための送信電力に関して計算すること
ができる。
　例えば、－１０ｄＢｍ未満＝コスト１
　　　　　　　０ｄＢｍ未満＝コスト２
　　　　　　１０ｄＢｍ未満＝コスト３
　　　　　　１７ｄＢｍ未満＝コスト４
　コストは、近隣に達するために必要な電力の指示である。干渉が多い程要求される電力
も多くなり、電力（バッテリ）消費に関するコストも高くなる等となる。
　多数のホップ(hop)に関する全てのコストを加算すると、そのコストはどの程度の電力
が使用されるかを示し、また、メッセージがこれらホップに続いているならば干渉が生じ
ることを示している。
　低速探査は、近隣に達するために必要な電力の指示を生成する。
【００５２】
　局が、その近隣の１つでない宛先、例えば、ネットワークを超えた遠隔局へのメッセー
ジを有する場合、いかにして宛先に達するのかについて情報を得るために、高速プローブ
信号を送信し始める。この情報は、傾斜(gradient)と呼ばれ、宛先に達するための累積コ
ストを表している。局が高速探査を開始すると、宛先を探していることを示し、この高速
プローブを聴取している近隣は、宛先がその近隣の高速プローブを聴取するまで、それら
自体が高速探査を行う。次いで、傾斜が発信源に達するまで、累積コストの加算によって
傾斜が構築され、発信元は、宛先への傾斜が低い方の近隣にメッセージを送出し始めるこ
とができる。一方、宛先は、宛先に達するまで、それらをその近隣に送出することができ
る。発信元から宛先への傾斜及び宛先から発信元への傾斜が構築される。図７は、高速探
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査プロセスを示している。
【００５３】
　各局は、その近隣の各々の各宛先に対する（累積コスト）傾斜、及びそれ自体の宛先に
対する傾斜の記録を保持している。各局は、宛先への累積コストが低い方の局にメッセー
ジを渡すだけである。局は、宛先までの傾斜が低い方の近隣であれば、そのいずれにでも
メッセージを渡すことができる。低速探査による近隣の集合、及び高速探査による傾斜発
生により、局はいずれの宛先であれコストが低い方の局を多数選択することができ、この
ような宛先にメッセージを送ることができる。近隣は、常時低速探査によって維持され、
傾斜は、近隣でない局にメッセージを送る必要があるときに、必要に応じて発生するだけ
である。
【００５４】
　本発明の方法は、異なる近隣局間において送られたデータ受信を暗示した承認を用いる
、代替データ・トランスポート・アルゴリズムを提供する。
　開示されている以前のシステムでは、送信するデータを有する局は、送出要求(Request
 to Send)（ＲＴＳ）メッセージを送信する。次いで、利用可能な局が回答として送出中
止(Cleat to Send)（ＣＴＳ）メッセージを送信し、次いで、送出データを有する局は、
利用可能な局を選択し、データを送信する。次に、このデータを受信した局は、パケット
承認メッセージを送信して、送信されたデータ・パケットの受信成功を確認する。
【００５５】
　本データ・トランスポート・アルゴズムを簡略化すれば、送出データを有する局は、利
用可能な局からの送出中止（ＣＴＳ）メッセージを待たずに、送出要求（ＲＴＳ）メッセ
ージを送ると直ぐに、データを送信する。（ＲＴＳは、少量のデータを含むことができる
。これは、比較的少量のデータのみを局間で送信する場合には、特に関連がある。）
　このプロトコルは、データを別個のデータ・チャネル上又はプローブ・チャネル自体上
で送信するシステムと共に用いることができる。以下の説明は、別個のデータ・チャネル
を用いることを想定する。
【００５６】
　以下で更に詳しく説明するが、このデータ・トランスポート・プロトコルは、特定の局
が受信しているデータ・パケットに関する情報を、当該局が送出する後続のＲＴＳメッセ
ージの中に含ませる。これらのメッセージを聴取する局、特に、データ・パケットを既に
送出している局には、局が送った特定のデータ・パケットが利用可能な局によって受信さ
れていることの暗黙承認(implied acknowledgement)（即ち、送出したデータ・パケット
の受信に関する情報）が、別の局のＲＴＳメッセージにおいて供給される。
【００５７】
　本発明によるデータ・トランスポート・プロトコルは、局間において端末間承認（ＥＴ
Ｅ　ＡＣＫ）及び端末間非承認（ＥＴＥ　ＮＡＫ）も用いて、宛先局がメッセージを受信
したか否かを示す。一旦メッセージ全体（即ち、全てのデータ・パケット）が宛先局によ
って受信されたならば、局からの出立ＲＴＳ送信にその情報（ＥＴＥ　ＡＣＫ／ＮＡＫ）
を含ませることによって、ＥＴＥ　ＡＣＫが、メッセージ発信局に返送される。この特殊
な承認は、宛先において、メッセージの全てのパケットが受信され配信されたことを発信
源に伝えるために生成される。
【００５８】
アルゴリズム
　メッセージすなわちデータ・ブロックは、Psizeを超えない長さの小さなブロックに分
解しなければならない。各パケットには、１からNmsgまでの番号が付けられ、Nmsgは必要
なパケット数である。最後のパケット（Nmsgが付番される）はPsizeよりも小さい。これ
らのパケットを、発信局において、メッセージ・キューに追加する。
　各パケットに付随するのは、以下の６つの項目である。
（１）発信局ＩＤ、
（２）宛先局ＩＤ、
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（３）発信局だけに固有のメッセージＩＤ、
（４）パケット番号（１～Nmsgの間）、
（５）Nmsg（即ち、必要なパケット数）、及び
（６）存続時間（TTLに初期化されている）。
【００５９】
　当該パケットの宛先に留まっているメッセージのパケットの存続時間がTTL-Tnak未満で
ある場合、端末間非承認（ＥＴＥ　ＮＡＫ）を、メッセージの発信局に向けて発生する。
この中には、失われたパケット（複数のパケット）のリストが入っている。前述のように
、このＥＴＥ　ＮＡＫは、出力するＲＴＳ送信の情報に含まれており、発信源に当該メッ
セージの１又は複数のパケットを再度送信するように要求するために、メッセージの宛先
において発生する。
【００６０】
　尚、ある局におけるパケット発生により、高速探査のプロセスを開始する（未だ進展中
でない場合）。端末間(End-to-End)ＡＣＫメッセージが発信局即ち送信局において受信さ
れると、通常傾斜が減少する。
　発信局は、宛先からメッセージのＩＤを含む端末間ＡＣＫを受信するまで、メッセージ
のパケットを全てメッセージ・キューに保持しておく。宛先局は、Nmsg個のパケット全て
が到達し、メッセージを送出し、端末間ＡＣＫを送り終えるまで、メッセージのパケット
を全てメッセージ・キューに保持しておく。
【００６１】
　メッセージ・パケットの発信源でも宛先でもない局は、パケットを他の局に送信し終え
るまで、そしてこの送信局が、送出したデータ・パケット・メッセージＩＤを収容する近
隣からのＲＴＳメッセージを受信するまで、パケットをメッセージ・キューに保持してお
く。この送出したデータ・パケットのデータ・パケット・メッセージＩＤを収容する近隣
からのＲＴＳメッセージは、別の局によるデータ・パケットの受信の暗黙承認(implied a
cknowledgement)である。
【００６２】
　メッセージが宛先に配信されるのは、そのメッセージのパケット全てが宛先において受
信され、端末間ＡＣＫメッセージが発生されたときである。
　１又は複数のデータ・パケットを有し、送信を待っている局は、存続時間が最も短いパ
ケットを選択し、送出要求（ＲＴＳ）メッセージを、そのメッセージに関連する情報、及
び不規則に選択したデータ・チャネルと共にブロードキャストする。（利用可能なチャネ
ルに限って、その全てが過度のノイズを有する場合、ノイズが最小のチャネルを選択する
）。
【００６３】
　ＲＴＳメッセージは、以下を含む。
　ａ．送信するデータ・パケットの一意のパケット・メッセージＩＤ（少量のデータを含
んでもよい）。これは、パケットの受信即ち宛先局がデータ・パケットを受信したが他に
送信するデータを有していない、即ち、ＲＴＳメッセージを送信する理由がないことを伝
達したい場合、特殊な「ダミー」パケット・メッセージＩＤとすることができる（又はダ
ミーの宛先を含むことができる）。これについては、以降で更に詳細に説明する。
　ｂ．送信するデータ・パケットの宛先局ＩＤ。
　ｃ．送信局のパケット宛先に対するコスト。
　ｄ．データを送信するデータ・チャネル。
　ｅ．送信局が受信した最後のNmsg個のデータ・パケット・メッセージＩＤ（送信しよう
としているものは除く）。Nmsgは１以上であり、１回の送信において少なくとも全てのパ
ケットＩＤを含むことができる程には大きくなければならない。例えば、１回の送信にお
いて２０個のデータ・パケットを送信可能にするには、Nmsgは少なくとも２０でなければ
ならない。この情報は、受信局がそのキューの中に有するデータ・パケットを破棄できる
か否か判断するために用いられる。これについては、以下で更に詳細に説明する。
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　ｆ．この局が保持しているあらゆるＥＴＥ　ＡＣＫ（端末間承認）又はＥＴＥ　ＮＡＫ
（端末間非承認）。これは、単に（ｅ）におけるパケット・メッセージＩＤに付随するフ
ラグとすればよい。
【００６４】
　以下の補足資料Ａにおいて、ＲＴＳメッセージに関する更に別の情報を提供する。
　キューにおけるいずれのパケットも、送信局が送信したNmsg個のデータ・パケット・メ
ッセージＩＤを収容したＲＴＳ送信を、送信局が受信するまでは、「保留」のステータス
を有する。
　ＲＴＳメッセージは、至近の近隣や、ＲＴＳメッセージ内に列挙されているデータ・パ
ケット（前述の（ｅ）参照）を受信したあらゆる付加的な局にも到達するのに十分なパワ
ーで送信される。
【００６５】
　データ・パケットを送信しようとしたときに利用可能なデータ・チャネルがない場合、
送信ブラックアウト・エントリ(transmit blackout entry)を用いて、ＲＴＳを送信する
のに適した時点を決定する。意図したデータ送信は、適用可能であっても、この局の「オ
フ・チャネル」時間中は行われないことを確認する必要がある。実際のパケット送信時間
は、用いるデータ・レートによって異なる。多数のデータ・レートを用いている場合、時
間予約は、このようなデータ・レートの内の最低のレートに基づくとよい。
【００６６】
　宛先において、全てのパケットが収集され、再度組み立てられてメッセージとなる。一
旦メッセージ全体が受信されたなら、端末間ＡＣＫが、宛先局の次のＲＴＳメッセージに
含まれる。あるいは、送出するメッセージ・パケットが利用できない場合、宛先局がダミ
ーＲＴＳメッセージを発生する。
【００６７】
　ＲＴＳメッセージを送出した後、局は、ＲＴＳメッセージ内において指定されたデータ
・チャネルに切り換え、データ・パケットを送信する。これは、ＲＴＳメッセージが実際
にダミーＲＴＳメッセージでなければ起こらない（その場合、送信は行われない）。デー
タ・パケットを送信した後、局は直ちにプローブ・チャネルに戻し、新たなＲＴＳメッセ
ージの送信を係属し、更に別のデータ・パケットを送出する。
【００６８】
　プローブ・チャネル上で局がＲＴＳメッセージを受けたときは常に、この聴取局は、送
信局及び聴取局の宛先に対するコスト、宛先局への経路／傾斜、メッセージ・キュー、及
び各局に保持されている最新受信データ・パケットリスト（保持パケット・リスト）に応
じて、以下の処置のいずれかを行うことができる。
【００６９】
　・聴取局が宛先局への経路／傾斜を有していない場合、聴取局は何も行わない。
　・送信局の宛先までのコストが聴取局と同一又はそれ以下である場合も、聴取局は何も
行わない。しかしながら、聴取局が送信中のデータ・パケットのコピーを有しており、送
信局の方が宛先までのコストが低い場合、聴取局におけるデータ・パケットを破棄すると
よい。
　・送信局の方が聴取局よりも宛先までのコストが高く、聴取局には送信するデータ・パ
ケットのコピーが存在していない場合、聴取局はデータ・チャネルを切り換え（別個のデ
ータ・チャネルを用いる場合）、データを受信する準備をする。しかしながら、送信局の
方が聴取局よりも宛先までのコストが高いが、聴取局に送信するデータ・パケットのコピ
ーが既に存在する場合、聴取局は何も行わない（データ・パケットＩＤは既に聴取局の保
持パケット・リスト内にある）。
　・送信局の方が聴取局よりも宛先までのコストが高く、聴取局には送信するデータ・パ
ケットのコピーが既に存在し、この局には送信するデータがない（したがって、通常通り
にＲＴＳメッセージを送信している）場合、以下のことが生ずる。聴取局は、「ダミー」
ＲＴＳメッセージを送信し、送信局に到達することができる十分なパワーでメッセージ情
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報を送信する。「ダミー」ＲＴＳメッセージは、送信局がデータ・チャネル上でデータ・
パケットを送信するための時間を得た後に送信され、（必要であれば）プローブ・チャネ
ルに切り替わるようにスケジューリングされている。「ダミー」ＲＴＳメッセージは、事
実上、他の聴取局に、データ・パケットが送信されたが、これらの聴取局がデータを受信
するためにわざわざデータ・チャネルに切り換えなくてもよいことを通知する。
　・送信局が、「ダミー」メッセージＩＤ又は宛先を有するＲＴＳメッセージを送信する
場合、聴取局は何も行わない。
【００７０】
　送信局の最新受信パケットのＲＴＳメッセージ・リスト（保持パケット・リスト）の中
に存在するいずれかのデータ・パケットを、聴取局が既に送信していた場合、聴取局はそ
のパケットを破棄する。これは、データ・パケットの「暗黙」承認である。
　加えて、着信メッセージがＥＴＥ　ＡＣＫ又はＥＴＥ　ＮＡＫパケットＩＤを収容して
おり、これらのパケットＩＤのいずれかの宛先（即ち、元のメッセージ・パケットの発信
元）が送信局よりも近い場合（宛先までのコスト）、これらのＥＴＥ　ＡＣＫ／ＮＡＫを
、次に送信するＲＴＳに加えなければならない。送信のスケジューリングがあるＲＴＳメ
ッセージがない場合、これらのＥＴＥ　ＡＣＫ／ＮＡＫを含むダミーＲＴＳを送信しなけ
ればならない。
【００７１】
　一旦データ・パケットがデータ・チャネル上で受信されたならば、そのデータ・パケッ
トを受信した局は（必要であれば）プローブ・チャネルに切り替わる。次いで、後続のＲ
ＴＳメッセージにおいて送信するために、受信したパケットのＩＤを保持パケット・リス
トに追加する。
【００７２】
　データ・パケットの宛先である局が既にそのデータ・パケットを受信しており、送信を
待機しているパケットがない（即ち、通常通りに送信するＲＴＳメッセージがない）場合
、その局は、受信パケット・リストの中にあるこのパケットＩＤを用いて、「ダミー」Ｒ
ＴＳメッセージを作成し、送信のスケジューリングを行う。このダミーＲＴＳメッセージ
は、局の近隣に、パケットが受信されたことを伝える。また、発信局に、パケットがその
宛先に到達したことを知らせるために、ＥＴＥ　ＡＣＫエントリも追加するとよい。
【００７３】
　保留中のデータ・パケット（送信されたもの）が、（例えば、５ｍｓを中心として）ラ
ンダム的な時間切れ期間(randomized timeout period)の後においても未だ保留中である
場合、前述のようにこれを再送信し、時間切れ期間をリセットしなければならない。尚、
一旦送信局が、そのパケットに対するＲＴＳメッセージを、宛先までのコストが低いいず
れかの局から受けた場合、又は最新受信リストの中にそのパケットを有し、宛先までのコ
ストが低いいずれかの局からＲＴＳを受けた場合、パケットを破棄しなければならない。
【００７４】
　ある指定された時間切れ期間（例えば、１０回の送信）の後に、データ・パケットが未
だ保留中である場合、それを放棄すればよい。
　ある指定時間の後、メッセージの宛先局において、当該メッセージから失われたパケッ
トがある場合、１又は複数のＥＴＥ　ＮＡＫを発生し、その局からの次の出立ＲＴＳメッ
セージに付加しなければならない。スケジューリングされているＲＴＳメッセージがない
場合、ＥＴＥ　ＮＡＫを流布するために「ダミー」ＲＴＳメッセージを送信すればよい。
　以上のアルゴリズムは、一部の単純な変更によって、データを全ての局にブロードキャ
ストするためにも用いることができる。
【００７５】
　ブロードキャスト・パケットは、前述のように送信される（ＲＴＳの後ろにデータが続
く）。パケットを送信した後、送信局は、そのパケットＩＤを送信パケットとして、又は
最新受信リストにおいて収容している、その至近の近隣全てからＲＴＳ送信を受けるまで
、そのデータ・パケットを保持する。そのようにＩＤが含まれたＲＴＳを受ける毎に、そ
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の情報を、当該パケットが関与するリストに追加する。しかるべき間隔（例えば、５０ｍ
ｓ）の後、その至近の近隣全てをそのリスト内に有していない場合、パケットを再送信し
なければならない。
【００７６】
　データのパケットは、後に宛先に転送するために近隣に送信される。データ・メッセー
ジに対する時間予約は最も低い利用可能なデータ・レートに基づくので、それよりも高い
データ・レートを用いる場合、全送信時間が既に予約されている時間以下となるように、
その高いデータ・レートで同じメッセージから（又は、存続時間が同等以上で宛先が同じ
であるパケットを有するメッセージから）２つ以上のパケットを送ることが可能な場合も
ある。
　ただし、１回の送信において多数のパケットを送出する場合、パケットの各々を一意に
識別する追加データをデータ・メッセージに含ませ、受信局がこれらを分解できるように
しなければならない。
【００７７】
　発信局がＥＴＥ　ＡＣＫパケットを受信すると、宛先へ／からの傾斜を解除することが
できる。また、メッセージ・キューから、指定されたメッセージに対知る全てのデータ・
パケットを破棄してもよい。他の受信又は聴取局は、通常のデータ・パケットと同様に、
発信局に送信するために、メッセージを整列させればよい。保持パケット・リストにおけ
るいずれかのデータ・パケットが、指定されたメッセージの一部である場合、これらを欠
落させればよい。
　メッセージ内にあるパケットの存続時間（及び潜在的なＥＴＥ　ＮＡＫが到達するのを
待つ適当な待機期間）が切れる前に、該当するＥＴＥ　ＡＣＫもＥＴＥ　ＮＡＫも受信さ
れない場合、そのメッセージにおけるパケット全ての再送信をスケジューリングし直す。
　メッセージにおいて指定されている送信局が端末間ＮＡＫメッセージを受信した場合、
失われたデータ・パケットの送信を再度スケジューリングしなければならない。
【００７８】
　送信元でない、即ち、聴取受信局(listening receiving station)がその保持パケット
・リスト内に失われたデータ・パケットのいずれかのコピーを有する場合、そのパケット
をメッセージ・キューに移し、逸失パケット参照をＥＴＥ　ＮＡＫメッセージから除去す
る。逸失パケット参照がメッセージに残っていないのでなければ、ＥＴＥ　ＮＡＫは、通
常のＲＴＳメッセージと同様に、送信局に送信するために、次のＲＴＳメッセージに含め
られる。残っていない場合、ＥＴＥ　ＮＡＫをＲＴＳメッセージから破棄する。
　メッセージ内にあるパケットの存続時間（及び潜在的なＥＴＥ　ＮＡＫが到達するのを
待つ適当な待機期間）が切れる前に、該当するＥＴＥ　ＡＣＫもＥＴＥ　ＮＡＫも受信さ
れない場合、そのメッセージにおける全パケットの再送信をスケジューリングし直す。
【００７９】
　大量のデータを送信しなければならない状況においては、前述のアルゴリズムに送信解
除（ＣＴＳ）ステップを組み込むことが適切である。元来、本発明の方法は、メッセージ
を出力したい局がＲＴＳを送出し、次いでデータ・チャネルに切り換えてデータを送出す
ることを想定している。ＲＴＳを受けた局も、データ・チャネルに切り換えて送信を受信
し、その後、局はプローブ・チャネルに戻る。次いで、受信局は、次の送信ホップに関し
て新たなＲＴＳを送出し、送信を送出した最初の局に、暗黙承認を供給する。この暗黙承
認が受信されるまで、最初の局は、再送信の可能性があるため、データを保持しておく。
【００８０】
　しかしながら、大量のデータを送出する場合、メッセージを送信した局に、送信を受信
する準備ができている局があることを知らせるために、聴取局にＣＴＳを送出させること
が適切である場合がある。この利点は、データを受信することができる局がない場合に、
チャネルを切り換えデータを送出する時間を無駄にするのを回避することである。しかし
ながら、データを送出したい局がＣＴＳメッセージの受信を待ち、これを処理する時間が
無駄にならざるを得ないという欠点もある。
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　その後のプロセスは、前述の通りである。即ち、データを送出したい局、及びＣＴＳを
送出する局がデータ・チャネルに切り換え、受信局がそれ自体のＲＴＳを送出したときに
、最初の送出局が暗黙承認を受信する。
【００８１】
　前述の方法において、多くのＣＴＳメッセージを受信できる。したがって、必要な時間
を短縮するために、ＲＴＳ送出は、局がＣＴＳを返送する必要性を抑えるような、ある種
の判断基準を指定するデータを含むことができる。例えば、回答することが許される局の
リストを指定することができる。あるいは応答に対して他の要件を規定することもできる
。例えば、ＲＴＳを受けた局の内、宛先までのコストが低い局のみに応答させる。更に、
メッセージ・データを送出したい局において一旦処理したならば、データの送信は、ＣＴ
Ｓによって応答した局の部分集合に制限することができる。
【００８２】
　尚、以上に論じたのと同様のプロトコルを、プローブ・チャネルのみを規定する局にも
用いることができることは認められよう。これは、特に、プローブ・チャネル上で送出す
ることができる短いデータ・パケットには有用である。このようなネットワークでは、局
は、チャネル間で切り換えることが不要となる。
【００８３】
補足資料Ａ
パラメータ
　ｎＲＴＳＰａｃｋｅｔｓ：パケット内において報告されるパケットの最大数。
　ＲＴＳ：ブロードキャスト・ステータス。これは、送るデータをブロードキャストする
ことを指定するブール値である。
　パケット入手可能範囲：送信局が提供しているパケットの範囲。これらは、所与のメッ
セージにおける全てのパケットである。
　要求ＥＴＥ：ブロードキャスト・メッセージを完全に受信したときに発信局がネットワ
ーク上の局にＥＴＥ承認を送るように要求する場合、真となる。
　Ｐｓｉｚｅ：パケット・サイズ（ビット）。１回の送信において送るデータ・パケット
の最大長（オーバーヘッド・データを除く）。パケット・ブロックがPsizeよりも長い場
合、ブロックを２つ以上のパケットに分解する。Psizeは元も遅いデータ・レートに対し
て選択するとよい。
　Ｐｍａｘ：低速切り換え送信に対するパケットの最大数。特定の近隣を介して転送され
るのを待機しているパケットの数がPmax以下である場合、パケットをプローブ・チャネル
上で送信する。パケット数がPmaxを超過した場合、データをデータ・チャネル上で送信す
る。（低速切り換えアルゴリズムのみ）。
　ＴＴＬ：メッセージ存続時間（ミリ秒）。メッセージにおけるパケットの存続時間。パ
ケットの存続時間は、それが発生したときに、最初にＴＴＬに設定される。その宛先への
配信前にパケットの存続時間が０に低下した場合、破棄される（ここに記載した他の機構
が、必要であれば、破棄されたパケットの再送信を行われると仮定する）。
　Ｔｎａｋ：ＮＡＫまでのメッセージ時間（ミリ秒）。ＴＴＬ未満。この時間の後、宛先
においてパケットがこの古さ(age)に達した場合、端末間ＮＡＫを発生し、逸失パケット
を検索する。
　Ｔｒｅｔａｉｎ：保持パケット・リスト内に非目標データ・パケットを保持する時間（
ミリ秒）。
　Ｔａｃｋ：データ・メッセージを送信した後に、ＡＣＫを待機する最大時間（ミリ秒）
。
【００８４】
データ構造
メッセージ・キュー
　送信を待っている各データ・パケットのエントリから成る。
　エントリ：発信元ＩＤ、パケットＩＤ、存続時間を含むデータ・パケットから成る。
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　ステータス：送信待機、ＣＴＳ待機、暗黙承認待機、ＥＴＥ　ＡＣＫ／ＮＡＫ待機の内
１つ。
【００８５】
保持パケット・リスト
　保持した（非目標）データ・パケット毎のエントリから成る。
　エントリ：発信元ＩＤ、パケットＩＤ、データ・パケットを保持した時間である存続時
間に対する時間(Time-to-live Time)を含むデータ・パケットから成る。
【００８６】
ブラックアウト期間リスト
　既知のデータ送信がスケジューリングされている期間毎のエントリ、及びその送信が受
信を妨害するか、又は送信によって妨害される潜在的な可能性があるか否かを収容する。
　規則は、次の通りである。
　局Ａが局ＢからＣＴＳを（プローブ・チャネル上で）傍受した場合、そのＣＴＳは時刻
、期間、及び局Ｂへの（可能な）後続ＤＡＴＡ送信のためのチャネルを規定する。局Ａは
、局Ｂに対して計画されている送信を妨害するのを回避するために、そのチャネル上でそ
の時間中何も送信してはいけない。これが、送信ブロックアウトである。
　エントリは、以下のものからなる。
　受信。これが受信ブロックアウトであることを指定する。
　開始時刻（局のクロックに対する）、
　送信期間（ミリ秒）、
　送信ブロックアウトに対する送信標局ＩＤ、
　送信チャネル、
【００８７】
オフ・チャネル時間
　これは、この局が、指定した時間期間の間「オフ・チャネル」であることを指定する変
数である（プローブ・チャネルではなく、データ・チャネル上で傍受している）。単一の
チャネルを探査及びデータ・チャネル双方に用いられる場合には適用できない。
【００８８】
送信メッセージ・フォーマット
　全てのメッセージ・フォーマットは、通常の送信局ＩＤ、送信電力、及びメッセージを
送信しているチャネルについての送信局ノイズ・フロアで始まる。この情報は、送信機を
特定し、近隣テーブルにおけるエントリを更新するために用いることができる（低速探査
文書を参照のこと）が、これらのメッセージのいずれも、新たな近隣を作成するために用
いてはならない。このタスクは、近隣（低速）プローブ・メッセージのみに制限されてい
る。関連するＯＤＭＡ方法論、特に、近隣表及び傾斜表の使用に関して、"Probing Metho
d for Multi-Station Network"（多局ネットワークのための探査方法）と題する国際特許
出願第ＰＣＴ／ＩＢ２００４／００４１１１号に詳細に記載されている。その内容は、こ
こで引用したことにより、本願にも含まれるものとする。
　また、各メッセージは、コスト関数ＩＤを指定するフィールドも収容している。これは
、どの傾斜テーブルを用いてメッセージを導出するか決定する（これ以上の情報について
は、高速探査文書を参照のこと）。通例、このコスト関数ＩＤが選択されるのは、メッセ
ージを発生するときに、当該メッセージ形式に対するサービス品質（ＱｏＳ）を制御する
ためである。その後に得られるメッセージ（例えば、ＲＴＳ等）は、元のメッセージと同
じコスト関数ＩＤを受け継ぐ。
　なお、多チャネル・システムでは、プローブ・チャネル上で送られるメッセージのみを
用いて、近隣テーブル・エントリを更新しなければならない。データ・チャネル上のメッ
セージ（ＲＴＲ、ＤＡＴＡ、ＡＣＫ）は、近隣テーブル情報を更新してはならない。
【００８９】
ＲＴＳの内容
　送信するデータ・パケットの一意のメッセージＩＤ。
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　送信するデータ・パケットの発信源ＩＤ。
　送信するデータ・パケットのパケット番号。
（注：一意のメッセージＩＤ（発信局に対して一意）は、発信局ＩＤ及びパケット番号と
共に、システム内においてパケットを一意に識別する。）
　送信するデータ・パケットの宛先局ＩＤ。
　データ・パケット存続時間。
　データ・パケット乱数。
　データ・パケット送信サイズ。
　データ・パケット送信時刻（計画）。
　データ送信チャネル。
　データ送信チャネルのノイズ・フロア。
　送信局のパケット宛先に対するコスト。（注：宛先に対する傾斜が凍結されている場合
、ＣDではなくＣDFを送る。）
　送信局が受信した最後のNmsg個のデータ・パケット・メッセージＩＤ（送信しようとし
ているものは除く）。Nmsgは１以上であり、１回の送信において少なくとも全てのパケッ
トＩＤを含むことができる程には大きくなければならない。例えば、１回の送信において
２０個のデータ・パケットを送信可能にするには、Nmsgは少なくとも２０でなければなら
ない。この情報は、受信局がそのキューの中に有するデータ・パケットを破棄できるか否
か判断するために用いられる。これについては、以下で更に詳細に説明する。
　この局が保持しているあらゆるＥＴＥ　ＡＣＫ（端末間承認）又はＥＴＥ　ＮＡＫ（端
末間非承認）。これは、単に（ｅ）におけるパケット・メッセージＩＤに付随するフラグ
とすればよい。
　なお、データ・パケット乱数は、通常、短い（８ビット）ランダムな整数であり、この
ＲＴＳメッセージのために乱数発生器によって発生され、初期状態では（例えば）起動時
の局の一意のＩＤから得られる。この数は、存続時間データが等しい２つのＲＴＳメッセ
ージに優先順位を付けるために用いられる。これについては、以下で説明する。
【００９０】
端末間(End-to-End)ＡＣＫ
　これは、ＥＴＥ　ＡＣＫであることを指定する特殊フラグを有する単一のパケット・メ
ッセージである。メッセージ・パケット自体は、
　宛先において受信に成功したメッセージの一意のメッセージＩＤを収容する。
【００９１】
端末間ＮＡＫ
　これは、ＥＴＥ　ＮＡＫであることを指定する特殊フラグを有する短いメッセージであ
る。これは、データ・メッセージ発信局を目標とする。メッセージ・パケット自体が収容
するのは以下の項目である。
　宛先において受信に成功したメッセージの一意のメッセージＩＤ。
　受信に成功しなかったパケット番号のリスト。
【図面の簡単な説明】
【００９２】
【図１】本発明の方法及びシステムを利用したＷＬＡＮネットワークを示す全体的システ
ム図である。
【図２】図１のネットワークにおいて用いられるクライアント・デバイスの模式ブロック
図である。
【図３】図２のデバイスにおいて用いられる単一チップ送受信機の詳細模式図である。
【図４】図１に示したネットワークのシステム・レベルのアーキテクチャの模式図である
。
【図５】局が、中間局を介して、互いに通信し合う、本発明のネットワークの模式図であ
る。
【図６】近隣を集めるためにネットワークが用いる低速探査方法を示す簡略模式図である
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。
【図７】局間でコスト傾斜を維持するために、ネットワークが用いる高速探査方法を示す
簡略模式図である。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】

【図７】
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